
コーポレートガバナンス
CORPORATE GOVERNANCE Sekisui Jushi Corporation

最終更新日：2018年12月26日
積水樹脂株式会社

代表取締役会長　兼　ＣＥＯ 福井彌一郎

問合せ先：コーポレート部　06-6365-3204

証券コード：4212

http://www.sekisuijushi.co.jp/

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、激変する経営環境に対応するためには効率的な経営が必要であり、そのための経営の透明性向上、意思決定の迅速化を進めるには
コーポレートガバナンスの確立が重要であると認識し、コーポレートガバナンス・コードのそれぞれの原則を踏まえ、コーポレートガバナンス体制の
充実に努めてまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

すべての原則について、2018年6月に改訂されたコードに基づき記載しています。

当社は、コーポレートガバナンス・コードの原則を全て実施しています。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４．政策保有株式】

＜政策保有株式の縮減に関する方針＞

当社は、今後も持続的に成長を続けていくためには、生産・開発・販売等多方面において、様々な企業との協力関係が必要であり、新規事業分野
の創出や取引関係の構築・強化のために有益かつ重要と判断する場合に限り業務提携先等の株式を政策保有することとしております。また、上
記保有目的、保有に伴う便益やリスク、資本コスト等を勘案して保有の合理性を精査し、定期的に見直しを行っております。

＜議決権の行使について＞

提携の目的に資することを前提として、当社の中長期的な株主利益の向上と発行会社の企業価値の向上に繋がるかどうかを判断基準として議

決権を行使することとしております。

【原則１－７．関連当事者間の取引】

当社は取締役の競業取引並びに取締役と会社との取引その他取締役と会社との利益相反取引に該当する取引を行う場合には、取締役会規則
に基づき、事前に取締役会の承認を受けなければならないこととしております。また、主要株主等関連当事者との取引で重要な取引についても取
締役会の承認を要するものとしております。なお、重要な関連当事者との取引については有価証券報告書に開示しております。

【原則２－６．企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当社は、セキスイ企業年金基金に加入しております。同企業年金基金は、執行機関である理事会並びに事務局に専門性を持つ人材を配置する

など、運用面で期待される役割を発揮できる体制を整えております。

また、同企業年金基金の決議機関である代議員会は、事業主が選定した議員及び加入者互選による議員を同人数選出しており、当社と受益者と
の利益相反を適切に管理できる体制で運営しております。

【原則３－１．情報開示の充実】

１．会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

（１）経営理念

　　 積水樹脂株式会社は、プラスチックと金属、繊維その他の物質とを結びつけた、価値ある製品の創造を通じて社会の福祉と進歩に貢献し、

　　 会社の限りなき発展と従業員の豊かな生活を実現する。

（２）経営ビジョン

　　 経営理念を補完し、目指すべき姿を明確にするために、「安全・安心」、「環境保全」を通じて社会に貢献することを基軸とした「経営ビジョン

　　 2020～Hybrid Value Companyを目指して～」を策定し、当社グループ各社で共有しております。

　 ＜経営ビジョン2020 ５つの基本姿勢＞

　 1．グローバル戦略

　　　グローバル市場への戦略強化により、世界的に安全・安心・環境保全に貢献する企業グループを目指します。

　 2．Ｍ＆Ａ・アライアンス戦略

　 　 時代のニーズに即した新たな事業の創出をはかるとともに、既存事業の拡大戦略の一環として”Ｍ＆Ａ・アライアンス戦略“を加速させます。

　 3．シェアNo．1戦略の拡大

　　 日本市場に於いては、コア製品群に於いて圧倒的シェア（５０％以上）を実現し、基盤事業の強化をはかります。

　 4．ＣＳＲ「企業の社会的責任」

　 　 社会の福祉と進歩に貢献する経営理念の実践を通してすべてのステークホルダーに対して社会的責任を果たしてまいります。

　 5．社会貢献

　 　 『安全・安心・環境』を基本として事業活動を行ない社会への貢献を果たすとともに、交通安全・環境保全などの事業と関連する諸団体を通じ

　 　 て、社会に還元してまいります。さらに各事業所では、諸活動への参画・協賛などにより、地域社会との共生をはかってまいります。

（３）経営計画



　　 「経営ビジョン2020」の実現に向けた”3rdステージ“として、2020年3月期を最終年度とする中期経営計画を策定し、その目標達成に向け

て取り組んでおります。

　　＜経営ビジョン2020　3rdステージ「中期経営計画」　基本方針＞

　　　公共事業を取り巻く環境の激変に対応する為、民間分野への経営資源の配分を高めながら体制づくり・投資による基盤強化を図り、当社

　　　グループの総力を結集し、２０１０年策定の「経営ビジョン２０２０」の３ｒｄステージとして「基盤事業の進化と総合」「グローバル展開の拡大」

　　　「新事業創出」などにより拡大基調を継続し、「複合技術を活かした安全・安心、環境保全に貢献するモノづくり」によって信頼される“Ｈｙｂｒｉｄ

　　　Ｖａｌｕｅ　Ｃｏｍｐａｎｙ”を目指します。

　　＜数値目標＞

　　　主要な経営指標　　　　　　　　　2020年3月期目標　　　　　　　　　　　　経営ビジョン2020

　　　・連結売上高目標　　　　　　　　 　　　１，０００億円　　　　　　　　　 　　　　　１，０００億円

　　　・連結営業利益目標　　　　　　　　　　　　１２０億円　　　　　　　　　　　　　　　 　１２０億円

　　　・ＲＯＥ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８．２％　　　　　　　　　　　　　　　　　１０．０％

　　　・配当性向　　　　　　　　　　　　　　　 　　２７％以上　　　 　　　　　　　　　　　　　２５％以上

　　

　　詳細についてはホームページ上で発表している資料をご覧ください。　　　　　　　　　　

ＵＲＬ：http://www.sekisuijushi.co.jp/news/pdf/JEX-2020.pdf

２．本コードのそれぞれの原則を踏まえた、コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

（１）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方

　　 本報告書の「基本的な考え方」に記載のとおりです。

（２）コーポレートガバナンスに関する基本方針

　 1．株主の権利・平等性の確保

　　　株主の権利が実質的に確保されるよう適切な対応を行うとともに、株主がその権利を適切に行使することができる環境の整備に努めてまい

　　　ります。

　　　また、株主の実質的な平等性を確保すべきであることを認識し、少数株主や外国人株主については、株主の権利の実質的な確保、権利行

　　　使に係る環境や実質的な平等性の確保に十分な配慮を行います。

　 2．株主以外のステークホルダーとの適切な協働

　　　持続的な成長と中長期的な企業価値創出のためには、従業員、顧客、取引先、債権者、地域社会をはじめとする様々なステークホルダーと

　　　の協働が必要不可欠であると認識し、当社の社会的責任を踏まえた「経営理念」を制定しております。取締役会は、ステークホルダーとの適

　　　切な協働やその利益の尊重、健全な事業活動倫理などについて、「経営理念」に立脚した行動準則「積水樹脂グループ企業行動指針」を策

　　　定し、当社グループに属する役員および従業員に、広く浸透させております。

　 3．適切な情報開示と透明性の確保

　　　「株主はもとより、広く社会とのコミュニケーションを行い、企業情報を積極的かつ公正に開示すること」を社会的責任として認識しております。

　　　この認識のもと、法令に基づく開示以外にも、株主をはじめとするステークホルダーにとって重要性が高いと判断した情報（非財務情報を含

　　　む）については、タイムリーな情報開示を行います。

　　　取締役会は、開示する情報がステークホルダーとのコミュニケーションを行う上での基盤となることも踏まえ、情報が正確で利用者にとって

　　　分かりやすく、有用性の高いものとなるよう、十分な配慮を行います。

　 4．取締役会等の責務

　　　取締役会は、株主に対する受託者責任・説明責任を踏まえ、会社の持続的成長と中長期的な企業価値の向上を促し、収益力・資本効率等

　　　の改善を図るべく、

　　　　１）企業戦略等の大きな方向性を示すこと

　　　　２）経営陣幹部による適切なリスクテイクを支える環境整備を行うこと

　　　　３）独立した客観的な立場から、経営陣（執行役員を含む）・取締役に対する実効性の高い監督を行うことを主要な役割・責務と捉え、これら

　　　　　　を適切に果たします。

　　　　　　また、これらの役割・責務の一部を担う監査役及び監査役会は、独立した客観的な立場において、役割・責務を適切に果たします。

　 5．株主との対話

　　　持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するためには、株主と建設的な対話を行い、その意見や要望等をバランスよく吸収し、経営

　　　に反映させることが重要であると認識しております。

　　　そのため、平素から株主と対話ができる環境整備を心がけ、経営戦略や経営計画に対する理解を得られる努力を行い、株主を含むステーク

　　　ホルダーからの期待に応えるよう努めてまいります。

３．取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

（１）経営陣幹部の報酬を決定するに当たっての方針と手続

　　 当社は取締役会が決定した方針を適確かつ迅速に執行するため、執行役員制度を導入しております。執行役員の報酬については、定額報

　　 酬に加え、成果・業績を反映させた賞与で構成しています。

（２）取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

　　 本報告書の「取締役報酬関係の『報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容』」に記載のとおりです。

４．取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

（１）経営陣幹部の選解任を行うに当たっての方針と手続

　　 経営陣幹部については、業績及び企業価値の向上に対する貢献度等を考慮しながら、当人の知識・経験・能力や人格等の適性により選解

任を行うことを方針としており、代表取締役（CEO）が各担当役員からの推挙に基づいて原案を作り、経営会議にこれを諮ったうえで、取締役

会において選解任しています。

（２）取締役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

　　 本報告書の「コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示の『原則4-11-1』」に記載のとおりです。

（３）監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

　　 監査役については、監査の実効性を確保するため、財務・会計に関する適切な知見を有している者を１名以上選任することを方針とし、代表

　　 取締役（ＣＥＯ）が原案を作り、監査役会（社外監査役を含む）の同意を得たうえで、取締役会の決議にて候補者を決定しています。

５．取締役会が上記４．を踏まえて経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行う際の、個々の選解任・指名についての説明



　　取締役・監査役候補者の略歴及び個々の選解任理由等については、株主総会参考書類に記載しています。

　　http://www.sekisuijushi.co.jp/shareholder_investor/about/assembly/index.html

【補充原則４－１－１．取締役会の役割・責務（1）】

取締役会は、法令・定款に定める事項のほか、経営方針、事業計画、重要な設備投資など、取締役会規則に定めた経営に関わる重要事項の意
思決定を行うとともに、業務執行を監督する機関と位置付けております。

一方、経営における責任体制を明確化し、意思決定の迅速化を図るために、取締役会規則に定める事項以外の業務執行上の事項については、
経営会議、代表取締役、業務執行取締役または執行役員等に決定権限を委譲しております。

【原則４－９．独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

独立性判断基準　

当社は、独立社外取締役および独立社外監査役の独立性に関する基準を以下のとおり定める。

会社法第２条第15号または第16号に定める要件を満たし、かつ、以下の事項のいずれにも該当しない場合、当社および当社グループからの独立
性を有する者と判断する。なお、本基準に照らして独立性を有さない場合であっても、当人の経験・学識・知見等を踏まえて社外役員として選任す
ることがある。

１．当社の主要株主※1または関係会社※2の業務執行者※3

２．当社の主要な取引先※4またはその業務執行者

３．当社または当社の子会社から役員報酬以外に直前３事業年度の平均で年間1,000万円以上の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、

　　会計専門家又は法律専門家（当該財産を得ている者が法人、組合等の場合は、当該団体に所属して業務執行にあたる者）

４．当社又は当社の子会社から直前３事業年度の平均で年間1,000万円以上の寄付を受けている組織の理事、業務を執行する役員

５．最近3年間において、上記１から４のいずれかに該当していた者

６．配偶者または二親等内の親族が、上記１から４のいずれか（重要な者※5に限る）に該当する者

　　（注記）

　　 ※1．当社の主要株主：当社の総議決権の10％以上の議決権を直接または間接に保有している者

　　 ※2．当社の関係会社：当社の親会社、子会社及び関連会社並びに当社が他の会社等の関連会社における当該他の会社等をいう。（「財務

　　　 　　 諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」第8条第8項の「関係会社」の定義通り）

　　 ※3．業務執行者：業務執行取締役、執行役、執行役員、支配人その他の使用人をいう。

　　 ※4．当社の主要な取引先：当社が、直近3事業年度のいずれかにおいて、年間連結売上高の2％以上の取引を行っていた者、または、当社

　　　　　　の資金調達において必要不可欠であり、代替性がない程度に依存している金融機関その他の大口債権者をいう。

　　 ※5．重要な者：会社にあっては、取締役（社外取締役を除く）、監査役（社外監査役を除く）、会計参与、執行役、執行役員および部長職以上

　　　　　　の上級管理職にあたる使用人をいう。監査法人にあっては所属する公認会計士、法律事務所にあっては所属する弁護士をいう。

【補充原則４－１１－１．取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】

経営に関する迅速な意思決定をはかるため、取締役会を少人数で構成することが適切であると考えております。また、取締役については、取締役
会の全体としての知識・経験・能力のバランス、価値観の多様性を考慮しながら、当人の知識・経験・能力や人格等の適性により選解任を行うこと
を方針とし、「人事・報酬等委員会」にて審議したうえで、取締役会の決議にて候補者を決定することといたします。

【補充原則４－１１－２．取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】

当社は、取締役・監査役の重要な兼職の状況を、事業報告書、株主総会招集通知の参考書類等の開示資料において毎年開示しております。

http://www.sekisuijushi.co.jp/shareholder_investor/about/assembly/index.html

また、その兼任状況は、取締役・監査役がその役割・責務を適切に果たすために必要となる時間・労力からみて合理的な範囲にあると考えており
ます。

【補充原則４－１１－３．取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】

当社の取締役会は、原則月１回以上開催し、決議事項については、専門的な知見と豊富な経験を有する社外役員を含めた取締役及び監査役が
活発に意見交換を行ったうえで、多角的な視点から審議・決定しております。加えて、中期経営計画等の決議した案件の経過・結果の報告を毎月
行い、それにより執行状況の監督を行なっております。また、議題数を適度に設定し、経営会議において取締役会付議事項の事前審議・論点整理
を行うなど、審議の充実に努めております。これらのことから、当社取締役会の実効性は十分に確保されていると判断しております。

【補充原則４－１４－２．取締役・監査役のトレーニング】

＜取締役・監査役に対するトレーニングの基本方針について＞

１．基本的な考え方

　　当社は、取締役・監査役が、それぞれ求められる役割・責務を実効的に果たせるよう体制整備を行います。

２．取締役・監査役へのトレーニング支援部門は、取締役会事務局の経営企画部門としております。

３．取締役・監査役が新たに就任した際には、新任役員を対象とした外部のセミナーに参加させることとしております。また、就任後においても、外

　　部のセミナー等を適宜受講させております。

４．社外取締役・社外監査役が新たに就任した際は、当社事業活動を理解できるよう、事業説明を行うとともに、状況に応じて工場等の現場視察

　　を実施することとしております。

５．取締役会は、トレーニングの実効性を適宜確認しております。

６．取締役・監査役が、それぞれその役割・責務を実効的に果たせるために必要なトレーニングの費用は、会社が負担しております。

【原則５－１．株主との建設的な対話に関する方針】

＜株主との建設的な対話に関する基本方針について＞

１．基本的な考え方

　　当社は、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値向上を図るべく、積極的に株主と建設的な対話を行い、その対話で得た知識や情報を

　　フィードバックし、企業経営に活かすよう努めてまいります。

２．株主との対話責任者

　　ＩＲ担当役員：管理部門を管掌する取締役

３．社内体制の連携

　　ＩＲ担当役員を中心に経営企画部門、広報部門等の関係部署がＩＲ社内ミーティングを定期的に開催し、ＩＲ活動向上に取り組んでおります。

　　また、経営企画部門、広報部門を中心に関係部署と連携し、適時開示資料や決算説明会資料などを作成しております。

４．対話の手段



　　アナリスト、機関投資家向けの決算説明会を年２回開催しております。また、個別ミーティングは随時実施しております。

５．経営幹部や取締役会へのフィードバック

　　決算説明会や個別ミーティングにおいて把握した意見等のうち重要なものについては、管理部門を管掌する取締役を通じて経営会議や取締

　　役会等にて報告し、全社的に共有して企業経営に活かしております。

６．インサイダー情報の管理に関する方策

　　インサイダー情報については、「インサイダー取引規則及び内部情報の管理に関する規則」において、情報管理の徹底や漏洩防止をはかると

　　ともに、適時適切な開示のための手続きを定めております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 20%以上30%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

積水化学工業株式会社 10,570,491 23.76

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,792,700 4.03

第一生命保険株式会社 1,332,967 3.00

積水化成品工業株式会社 1,266,410 2.85

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,061,800 2.39

積水ハウス株式会社 991,516 2.23

樹栄会持株会 724,600 1.63

GOVERNMENT OF NORWAY 719,354 1.62

タキロンシーアイ株式会社 620,000 1.39

NORTHERN　TRUST　CO.　（AVFC）　RE　HCR100 619,400 1.39

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

・2018年3月31日現在

・当社は自己株式を2,817,680株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

・持株比率は自己株式を控除して計算しております。

・2018年2月22日付で公衆の縦覧に供されている変更報告書において、エフエムアール エルエルシー（ＦＭＲ ＬＬＣ）が2018年2月15日現在で

2,896,600株（株券等保有割合6.12％）を保有している旨が記載されているものの、当社として当期末時点における実質保有株式数の確認ができな
いため、上記の大株主の状況には含めておりません。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 化学

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 員数の上限を定めていない

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 会長（社長を兼任している場合を除く）

取締役の人数 8 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

涌井　史郎 学者

入江 梅雄 他の会社の出身者

高野 博 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

涌井　史郎 ○

学校法人五島育英会 東京都市大学特別

教授

岐阜県立森林文化アカデミー学長

学校法人中部大学 中部高等学術研究所

客員教授

学校法人愛知学院　愛知学院大学特任
教授

積水ハウス株式会社社外取締役

・涌井史郎氏は、大学の特別教授として環境関
連事業分野の専門的知見を基礎に、他の会社
の役員としての幅広い知見から、当社経営に
ついて有益な助言を頂いております。

・同氏は、当社との特別な利害関係はなく、一
般株主との利益相反のおそれがないものと判
断しております。



入江 梅雄 ○ ―――

・入江梅雄氏は、日新製鋼株式会社の代表取
締役副社長執行役員を経験されるなど、その
豊富な経営経験から当社経営について有益な
助言を頂いております。

・同氏は、当社との特別な利害関係はなく、一
般株主との利益相反のおそれがないものと判
断しております。

高野 博 ○ ―――

・高野博氏は豊田通商株式会社の取締役及び
豊通物流株式会社の代表取締役社長を歴任さ
れるなど、その豊富な経営経験から当社経営
について有益な助言を頂いております。

・同氏は、当社との特別な利害関係はなく、一
般株主との利益相反のおそれがないものと判
断しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 員数の上限を定めていない

監査役の人数 5 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

当社は内部監査部門に監査室を設置しています。構成員は3名であり、当社及び当社子会社への会計監査及び内部統制システムを中心とした

業務監査を行っています。監査結果はその都度、代表取締役及び監査役へ報告しています。

監査役監査について、取締役会には監査役全員が、経営会議には常勤監査役２名が出席し、必要に応じて意見を述べるなど、意思決定の適法

性を確保するとともに、常勤監査役を中心として随時適切な監査を行っています。定期的に開催される監査役会では監査結果等について報告・

意見交換がなされています。

さらに会計監査人が実施した定期的な会計監査の説明を受けて情報交換を行うほか、常勤監査役は会計監査人が実施する各事業所への監査

に立会うなど、会計監査人と連携・協調をはかり、監査の強化・充実に努めています。　

なお、これらの監査については、取締役会等を通じて情報の共有化がはかられています。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

長沼　守俊 他の会社の出身者 △ △

佐々木　茂夫 弁護士

大仲　土和 学者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家



i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

長沼　守俊 　
積水化学工業株式会社常勤監査役

積水メディカル株式会社監査役

・長沼守俊氏は、積水化学工業株式会社で執
行役員・経営管理部長を経験されるなど、その
豊富な経験と知見を有していることを踏まえ、
当社の社外監査役として適任であると判断し、
選任しております。

・同氏は、当社の株式を23.76%保有している積
水化学工業株式会社の常勤監査役であり、過
去には業務執行者でありました。なお、当社
は、同社との間に製品等の取引がありますが、
その割合は売上高・仕入高のそれぞれにおい
て当社売上高の0.05%未満であります。

佐々木　茂夫 ○
弁護士法人御堂筋法律事務所客員教授
岩井コスモ証券株式会社社外取締役

・佐々木茂夫氏は、弁護士としての専門的、客
観的な立場から当社の業務執行に関する監査
をおこなっております。

・同氏は、当社との特別な利害関係はなく、一
般株主との利益相反のおそれがないものと判
断し、独立役員として指定しております。

大仲　土和 ○

学校法人関西大学　関西大学大学院法
務研究科教授

弁護士法人あしのは法律事務所代表社
員弁護士

・大仲土和氏は、大学教授や弁護士として専門
の法曹分野にて幅広く活躍されるなど、その豊
富な経験から当社の業務執行に関する監査を
おこなっております。

・同氏は、当社との特別な利害関係はなく、一
般株主との利益相反のおそれがないものと判
断し、独立役員として指定しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名

その他独立役員に関する事項

当社は、独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員にしております。

当社の独立役員判断基準につきましては、コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示の【原則４－９．独立社外取締役の独立性判断
基準及び資質】に記載しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

該当項目に関する補足説明

当社は、過去３回ストックオプションを実施いたしましたが、2009年6月30日に全て行使期間が満了しております。現状ではインセンティブ報酬はあ

りません。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――



【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

2017年度に係る役員報酬は以下のとおりになります。

・社外取締役を除く取締役7名の基本報酬は89百万円、賞与は81百万円、報酬等の総額は171百万円になります。なお、報酬等の総額に

は、使用人兼務取締役の使用人分給与等は含まれておりません。

・社外監査役を除く監査役3名の基本報酬は19百万円、賞与は5百万円で報酬等の総額は25百万円になります。

・社外役員7名の基本報酬は38百万円、賞与は12百万円で報酬等の総額は51百万円になります。

報酬の額又はその算定方法の決定方針

の有無
あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

取締役及び監査役の報酬等の額は2007年6月28日開催の第73回定時株主総会決議及び2016年6月29日開催の第82回定時株主総会決議

＜取締役年額400百万円以内（うち社外取締役分40百万円以内）、監査役 年額60百万円以内＞に基づき支給しています。

具体的な算定方法の決定に関する方針は、基本報酬については役割と責任に応じた月額報酬を定めて支給しており、また、賞与については業績
等を勘案して支給することとしています。

なお、各取締役に対する支給金額は、社外役員が過半数以上にて構成される任意の「人事・報酬等委員会」にて審議し、取締役会で決定すること
といたします。また、各監査役に対する支給金額は、監査役の協議によって決定しています。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

当社におきましては、会長及び社長が社外取締役に定期的に業務執行状況を説明しております。また、社外監査役については、経営会議の

審議事項等について、常勤監査役から説明を行っております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

企業統治の体制の概要は以下の通りであります。

（取締役会・取締役）

当社は取締役会を少人数で構成し、原則毎月１回これを開催することにより経営に関する迅速な意思決定をはかっています。また、取締役の経

営責任の明確化をはかるため、取締役の任期は１年間としているほか、社外取締役を３名選任し、取締役会における監督機能の強化と意思決定

の強化をはかっています。

（監査役会・監査役）

監査役会は５名の監査役で構成しており、うち３名は社外監査役です。監査役会は定期的に開催され、監査結果等について報告・意見交換がな

されています。

〔その他の業務執行体制〕

当社は取締役会が決定した方針を適確かつ迅速に執行するため、執行役員制度を導入しているほか、経営会議、政策会議、執行役員会、関係

会社社長会を設置し、業務執行機能等の充実をはかっています。

（経営会議）

原則として常勤取締役及び議長から指名された執行役員にて構成され、常勤監査役が出席のもと毎月１回以上開催し、経営上の重要事項及び

会社の業務執行方針の審議・意思決定、並びに取締役会付議事項の事前審議を行っています。

（政策会議）

原則として常勤取締役及び議長から指名された執行役員にて構成され、原則毎月１回開催し、経営上の重要な政策・戦略事項の審議を行ってい

ます。

（執行役員会）

原則として執行役員にて構成され年６回開催し、業務執行上の重要事項の審議、取締役会並びに経営会議決定事項の周知及び執行役員の執行
状況の報告、その他役員相互間の情報の共有と討議を行っています。

（関係会社社長会）

当社常勤取締役及び常勤監査役と主要グループ会社の社長にて構成され年２回開催し、グループ会社の業務執行につき審議し、経営判断の適

正化をはかっています。

（会計監査人）

当社は会計監査人として、大手前監査法人と監査契約を締結しています。業務を執行した公認会計士は、古谷一郎、枡矢普の両氏であり、継続
監査年数は古谷一郎氏が７年、枡矢晋氏が６年であります。なお、監査業務に係る補助者は、公認会計士９名によって構成されています。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は社外監査役を含めた監査役による監査体制並びに社外取締役を含む取締役会の監督が経営監視機能として有効であると判断し、監査役
設置会社形態を採用しています。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
株主総会開催日の約3週間前に招集通知を発送しています。

また、当社ホームページに発送日より前に招集通知を掲載しております。

電磁的方法による議決権の行使
当社の株主名簿管理人である三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社が運営するサイトにて、電磁
的方法による議決権行使を可能にしています。

招集通知（要約）の英文での提供
当社は英文の招集通知（要約）を作成し、東京証券取引所および当社ウェブサイト上に英
文を公表しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

当社は、毎年、東京においてアナリスト・機関投資家向けに会社説明会を実

施しております。なお、説明は会長・社長及び管理部門管掌取締役等が行って
おります。

あり

IR資料のホームページ掲載

当社は、ホームページに株主・投資家向けのサイトを開設し、IR情報を掲載し

ております。主な掲載情報は、ニュースリリース、決算短信、有価証券報告

書・財務ハイライト・決算説明会資料・招集通知(英文版含む)、アニュアルレ
ポート・環境社会報告書等であります。

IRに関する部署（担当者）の設置 当社は、コーポレート部がＩＲを担当しております。

その他
東京・大阪本社において随時、管理部門管掌取締役等がアナリストや機関投
資家に対し決算概要、年度計画等について個別に説明しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社グループは「積水樹脂グループ企業行動指針」において、顧客、従業員、株主、地域
社会、行政などとの関係について規定しております。



環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社グループは、地球環境の保全やＣＳＲ（企業の社会的責任）は企業が永続的に取り組
まなければならないものと認識しており、「価値ある製品の創造を通じて社会の福祉と進歩
に貢献」することを経営の理念として掲げ、独自の技術力によって特色ある製品の事業化
を進めてまいりました。この理念が当社のＣＳＲ活動の原点であります。

この理念の実現に向けた具体的な行動指針である「積水樹脂グループ企業行動指針」を
制定し、当社グループの全役職員のＣＳＲに対する意識向上をはかるとともに、透明度の
高い事業活動に努めております。

また、時代、経営環境が大きく変化するなかで経営の理念を補完するべく、当社グループ
の目指すべき姿を明確化するため、次なる10年を見据えた「経営ビジョン2020」を掲げてお
ります。

企業の社会的責任につきましては、下記の通り定めております。

◆企業の社会的責任◆

・ＣＳＲを経営の要として、ステークホルダーに対し誠実に責任を果たしながら、

　ＣＳＶ（Creating　Shared　Value：共通価値の創造）へと発展させてまいります。

・社会貢献（Social　Contribution）においては、活動の継続と新たな取り組みを広げなが
ら、社会から「信頼され続ける積水樹脂グループ」を目指します。

　１）地球環境保全への社会貢献

　・国連生物多様性の10年日本委員会への継続支援

　・当社グループの拠点に於ける継続的な森林保全活動

　・タイ王国におけるマングローブの植林活動に参加

　２）事業と関連する諸団体を通じた社会貢献

　・「公益財団法人交通遺児育英会」に対し車線分離標ポールコーンの収益の一部を継続
寄付

　

具体的な社会貢献・環境への取り組み等につきましては、環境・社会報告書（毎年発行）を
ご覧下さい。http://www.sekisuijushi.co.jp/environment/

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

「積水樹脂グループ企業行動指針」において、「株主はもとより、広く社会とのコミュニケー
ションを行い、企業情報を積極的かつ公正に開示します。」と規定しております。

その他

当社は、女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画では、総合職の新卒採用者に占め
る女性比率を15％以上に定めております。

また、企業の持続的発展のためには、女性がいきいきと活躍できる組織風土づくりが極め
て重要と考え、次の項目に積極的に取り組んでおります。

・女性の活躍推進への取り組み（管理職への積極的登用、コース転換制度）

・育児・介護等と仕事の両立支援の為の取り組み（育児・介護休職制度、育児短時間勤務
制度）



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社グループの事業活動におけるリスク管理、コンプライアンスの推進及びその他企業集団の業務の適正性を確保するための体制の内容につ
いては、以下のとおりであります。

(1)取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社は、取締役会が法令・定款に基づき経営の重要事項を決定し、取締役の職務の執行を監督するとともに、取締役会には監査役全員が、経営
会議には常勤監査役が出席することにより、意思決定の適法性を確保する。加えて、内部監査部門である監査室が、当社各事業所において、会
計監査及び業務監査を行う。

また、「積水樹脂グループ企業行動指針」において、積水樹脂グループ役職員のコンプライアンスに対する意識向上をはかるとともに、反社会的勢
力とは一切関係を持たず、不当要求に対しても毅然とした姿勢で対応することを明文化し周知徹底に努め、あわせて社内体制の整備強化をはか
る。

さらに、社内通報制度「ＳＪＣコンプライアンス サポートネットワーク」により、コンプライアンス上の問題が生じた場合は積水樹脂グループ役職員か

ら直接社内窓口または社外の弁護士窓口に通報できる体制を設け、不正行為の早期発見と迅速な是正に努めるとともに、「コンプライアンス委員
会」により、積水樹脂グループ全般のコンプライアンスの強化・推進を行う。

(2)取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役会議事録等の重要書類は法令及び社内規則に基づき、主管部署が責任をもって保存・管理する。なお、決裁書その他重要書類は、監

査役の要求がある場合に加え、定期的に監査役の閲覧に供される。

(3)損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、経営会議で定められた方針に基づき、品質・安全・環境・コンプライアンスについてはそれぞれ該当する委員会や主管部署を設置して積
水樹脂グループ全般のリスク管理を行い、他のリスクに関しては各担当部署・各子会社において業務上のリスクを認識し、リスクの対応策を講じ
る。

また、「危機管理マニュアル」を策定し、積水樹脂グループの役職員に周知徹底させることで、リスクの発生防止に努めるとともに、重大なリスクが
発生した場合は緊急対策本部を設置し、迅速・適確な対応をはかる。

(4)取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は、取締役会を少人数で構成し、原則として毎月１回以上これを開催することにより、経営に関する迅速な意思決定をはかるほか、執行役員
制を導入し、適確かつ迅速な業務執行を行う。さらに、取締役会の効率性を確保するため、原則として社内取締役により構成される経営会議にお
いて、常勤監査役が出席し、十分な事前審議を行う。

(5)積水樹脂グループにおける業務の適正を確保するための体制

当社は、「経営理念」や「行動指針」等に示される基本的な考え方をグループ全体で共有するとともに、子会社の重要な意思決定については、その
自主性を尊重しつつ、適切に関与・協議を行い、グループ経営の適正かつ効率的な運営を行う。

さらに、当社は、子会社より業務執行に関する重要な情報について適宜報告を受けるとともに、関係会社社長会を定期的に開催し、業務執行の適
正性を確保するほか、当社内部監査部門である監査室による監査や監査役・会計監査人による監査を通して適法性も確保する。

積水樹脂グループのコンプライアンスについては、「コンプライアンス委員会」が統括・推進するほか、当社の主要事業所や子会社にコンプライア
ンス責任者を置き、コーポレートガバナンスの維持・強化をはかる。

(6)監査役が補助使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

監査役が、監査業務を円滑に遂行するための補助使用人を取締役に要請した場合、取締役は監査役と協議し、補助使用人を置く。当該使用人に
は、監査役の指示のもと、監査役補助業務の遂行に必要な権限を付与する。

当該使用人の専任・兼任の別や異動等人事事項に係る決定については、監査役の同意を要する。

(7)取締役、執行役員及び使用人、子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が監査役に報告するための体制

当社の取締役及び子会社の代表取締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実、その他会社の経営上重要な影響を及ぼす事実を発
見したときは、「危機管理マニュアル」に定める経路により、常勤監査役に報告する。さらにその体制の整備をはかる。

また、監査役は重要な意思決定の過程や業務の執行状況を把握するため、取締役会には監査役全員が、経営会議には常勤監査役が出席する
ほか、監査役監査や決裁書等の重要文書閲覧の際には、必要に応じて担当者にその説明を求める。加えて、子会社往査等を通じて子会社の取
締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換をはかり、必要に応じて子会社から事業の報告を受ける。

内部監査部門である監査室は、当社及び当社子会社への会計監査及び業務監査を行っており、監査結果はその都度、代表取締役及び監査役に
報告する。

さらに、社内通報制度「ＳＪＣコンプライアンス サポートネットワーク」は当社子会社の役員、従業員も利用可能であり、受付窓口は、通報者の個人

情報等に配慮したうえで、その通報内容等を代表取締役及び常勤監査役へ報告する。

監査役へこれらの報告を行った役員・従業員に対して、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止する。

(8) 監査役の職務の執行について生ずる費用等の処理に係る方針に関する事項

当社は、監査役がその職務の執行について生じる費用の前払や支出した費用の償還の請求をしたときは、当該請求に係る費用等が当該監査役
の職務の執行に必要でないと証明した場合を除き、その費用等を負担する。

(9) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役は会計監査人が実施した定期的な会計監査の説明を受けて情報交換を行うほか、常勤監査役は会計監査人が実施する各事業所への監
査に立会うなど、会計監査人と連携・協調をはかり、監査の充実に努める。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは関係をもたない旨を「積水樹脂グループ企業行動指針」において明文化

し、周知徹底に努めるとともに、反社会的勢力から不当要求が行なわれた場合の具体的な対応要領を「積水樹脂グループ危機管理マニュアル」

に定め、当社のイントラネットに掲載することにより、全役員及び社員が常時閲覧できる仕組みにしております。また、常日頃から所轄の警察署や



大阪府企業防衛連合協議会等と情報交換を行っており、不当要求が実際に行なわれた場合には、各事業所より通報を受けたコーポレート部が

中心となって、顧問弁護士や警察署等の関係機関と連携し、組織的かつ速やかに対応いたします。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

当社は企業の社会的責任を経営の重要課題とし、全てのステークホルダーに対し誠実にその責任をはたす企業として認知されることを目標に取

り組んでおります。


